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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期

第３四半期連結
累計期間

第19期
第３四半期連結

累計期間
第18期

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成26年６月30日

自 平成26年10月１日
至 平成27年６月30日

自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日

売上高 （千円） 8,940,069 9,520,699 11,621,952

経常利益 （千円） 131,202 605,617 278,857

四半期（当期）純利益又は四半期純損

失（△）
（千円） △47,025 309,952 31,237

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △105,224 450,897 △28,629

純資産額 （千円） 5,511,231 5,823,291 5,595,404

総資産額 （千円） 14,466,990 12,213,135 13,278,187

１株当たり四半期（当期）純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） △1.43 9.01 0.94

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － 0.93

自己資本比率 （％） 37.0 47.1 40.9

 

回次
第18期

第３四半期連結
会計期間

第19期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 5.70 2.36

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は、平成26年４月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１株当たり四半期純損失金

額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

４　第18期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

５　第19期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ジャパンベストレスキューシステム株式会社）、子会社８社

及び関連会社１社により構成されており、コールセンター事業、会員事業、企業提携事業、加盟店事業、少額短期保

険事業、自動車賃貸事業及び環境メンテナンス事業を主たる事業として行っております。

当第３四半期連結累計期間において、各セグメントに係る主な事業内容について、重要な変更はありません。ま

た、当第３四半期連結累計期間における各セグメントに係る主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

〈会員事業〉

平成27年４月に、インターネット回線取次事業を行う株式会社プレコムジャパンの発行済株式の70.0％を取得し、

連結子会社としたため、同社を当第３四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

〈企業提携事業〉

平成27年４月に、株式会社水の救急車の株式を追加取得し、同社の全株式を取得したため、同社を当第３四半期連

結会計期間より完全子会社化しました。

〈その他の事業〉

平成27年４月に、当社が保有する株式会社アットワーキングの全株式を売却したため、同社を当第３四半期連結会

計期間より連結の範囲から除外しました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策及び日銀の金融政策による円安や株価上昇に

支えられ、輸出環境の改善等による緩やかな景気回復傾向がみられました。しかしながら、国内では平成26年４月

１日の消費税増税前の駆け込み需要の反動減もみられ、海外では東欧や中東の不安定な情勢により、先行きが不透

明なままで推移いたしました。

このような状況の下、当社グループは「困っている人を助ける」という経営理念に基づき、既存事業の強化と新

たな成長基盤の確立に取り組んでまいりました。

当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高は9,520,699千円（前年同期比6.5％増）、営

業利益は545,434千円（前年同期比90.8％増）、経常利益は605,617千円（前年同期比361.6%増）となり、四半期純

利益は309,952千円（前年同期は四半期純損失47,025千円）となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間における作業件数はガラス関連サービス13千件、水まわり関連サービス35千

件、カギの交換関連サービス46千件及びパソコン関連サービス11千件です。

各セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　コールセンター事業

コールセンター事業におきましては、主力サービスのカギ部門が好調に推移し、また、害虫駆除部門や家電修

理部門も好調に推移したことにより、コールセンター事業全体の売上高は順調に推移いたしました。

当第３四半期連結累計期間における当事業の売上高は、カギ部門の売上高が325,105千円（前年同期比5.6％

増）、パソコン部門の売上高が51,450千円（前年同期比13.2％減）、リフォーム部門の売上高が37,543千円（前

年同期比13.8％減）、害虫駆除部門の売上高が28,711千円（前年同期比20.5％増）となっております。

この結果、当第３四半期連結累計期間における当事業の売上高は、494,708千円（前年同期比2.6％増）とな

り、広告宣伝費の圧縮等により、営業利益は132,673千円（前年同期比23.5％増）となりました。

②　会員事業

会員事業におきましては、提携企業の賃貸及び分譲住宅入居者向け「安心入居サポート」会員、全国大学生活

協同組合連合会の「学生生活110番」及び家電・住宅設備機器のメーカー保証期間終了後をサポートする「あん

しん修理サポート」会員の販売が拡大し、いずれも会員数を順調に伸張しております。

また、ネット110番株式会社及び平成27年４月に新たに連結子会社となった株式会社プレコムジャパンが提供

するインターネット回線取次サービスの取次件数も順調に推移しております。

当第３四半期連結累計期間における当事業の売上高は、「安心入居サポート」会員の売上高が2,314,136千円

（前年同期比12.9％増）、「ライフデポ」各種会員の売上高が334,959千円（前年同期比15.2％減）、「学生生

活110番」会員の売上高が211,916千円（前年同期比18.9％増）、「あんしん修理サポート」会員の売上高が

169,910千円（前年同期比53.2％増）、インターネット回線取次サービスの売上高が377,713千円（前年同期比

83.1％増）となりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における当事業の売上高は、3,560,177千円（前年同期比17.2％増）と

なり、営業利益は688,853千円（前年同期比10.0％増）となりました。

また、生活会員の有効会員数は1,795千人となりました。
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③　企業提携事業

水の救急車事業におきましては、前年同期並みに堅調に推移しました。

旭硝子ガラスの救急車事業におきましては、ガラスの緊急割れ換え及び大口顧客向けの成約件数が減少したこ

とから、低調に推移いたしました。

コールセンター受託事業では、顧客企業のコールセンターと作業出動をワンストップで提供しております。

コールセンター受託企業数は引き続き順調に増加し245社（前年同期受託企業数222社）となり、売上高も受託企

業数を反映して順調に推移しております。

当第３四半期連結累計期間における当事業の売上高は、水の救急車事業の売上高が1,368,211千円（前年同期

比0.6％増）、旭硝子ガラスの救急車事業の売上高が439,975千円（前年同期比9.4％減）、セコムウィン事業の

売上高が58,086千円（前年同期比1.5％減）、コールセンター受託事業の売上高が570,333千円（前年同期比

13.0％増）となりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における当事業の売上高は、2,436,606千円（前年同期比1.1％増）とな

り、営業利益は258,222千円（前年同期比12.1％増）となりました。

④　加盟店事業

加盟店事業におきましては、プロモーション業務等による加盟店への売上高が110,840千円（前年同期比0.7％

増）となりましたが、生活救急車全般のプロモーションに関連する広告宣伝費を当セグメントで負担しているた

め、営業損失は235,275千円（前年同期は営業損失236,878千円）となりました。

なお、加盟店数は493拠点、協力店数は1,423拠点となっております。

⑤　少額短期保険事業

少額短期保険事業におきましては、賃貸住宅の家財を補償する「新すまいRoom保険」や、自転車の万一の事故

に備える「ちゃりぽ」が順調に伸びていることにより、売上高は1,932,114千円（前年同期比24.5％増）とな

り、営業利益は121,269千円（前年同期比5.0％増）となりました。

⑥　自動車賃貸事業

自動車賃貸事業におきましては、当社の連結子会社である株式会社バイノスが実施する除染事業の作業用車両

の賃貸車両数の減少により、売上高は234,656千円（前年同期比51.4％減）となり、その影響を受け、営業損失

は95,350千円（前年同期は営業利益80,525千円）となりました。

⑦　環境メンテナンス事業

環境メンテナンス事業におきましては、主として福島県内地方自治体等が実施する除染の受託により、売上高

は858,035千円（前年同期比28.4％減）となり、特殊車輌の優位性を活かし道路除染にシフトすることで、従来

よりも効率的な除染作業を実施しているものの、東京オリンピックの開催決定に伴う建設・土木関連の人件費高

騰の影響等もあり、営業損失は94,597千円（前年同期は営業損失438,950千円）となりました。

⑧　その他の事業

その他の事業におきましては、当第３四半期連結会計期間より株式会社アットワーキングを連結の範囲から除

外したため、売上高は197,842千円（前年同期比34.2％減）となり、営業利益は24,576千円（前年同期比27.8％

減）となりました。

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

 5/22



(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末と比べ1,286,802千円減少し、

8,829,266千円となりました。これは主に、現金及び預金が1,218,083千円減少したことによるものです。

（固定資産）

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末と比べ248,068千円増加し、

3,364,369千円となりました。これは主に、車両運搬具が211,604千円減少したものの、投資有価証券が152,196千

円、のれんが126,974千円、差入保証金が94,498千円、長期前払費用が44,591千円増加したことによるものです。

（流動負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末と比べ737,936千円減少し、

3,363,643千円となりました。これは主に、１年内返済予定の長期借入金が902,670千円減少したことによるもので

す。

（固定負債）

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末と比べ555,002千円減少し、

3,026,200千円となりました。これは主に、長期前受収益が418,508千円増加したものの、長期借入金が1,026,343

千円減少したことによるものです。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末と比べ227,886千円増加し、5,823,291

千円となりました。これは主に、利益剰余金が197,205千円増加したことによるものです。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 96,000,000

計 96,000,000

 

②　【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,685,000 34,685,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

権利内容に何ら限

定のない、当社に

おける標準となる

株式であり、単元

株式数は100株であ

ります。

計 34,685,000 34,685,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成27年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行されたものは含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数 残 高 ( 株 )

資本金増減額
(千円)

資 本 金 残 高
(千円)

資 本 準 備 金
増減額(千円)

資 本 準 備 金
残 高 ( 千 円 )

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 34,685,000 － 779,643 － 822,765

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①　【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    207,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 34,475,600 344,756 －

単元未満株式 普通株式      1,700 － －

発行済株式総数 34,685,000 － －

総株主の議決権 － 344,756 －

 

②　【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ジャパンベストレスキュー

システム株式会社

名古屋市昭和区鶴舞二丁

目17番17号
207,700 － 207,700 0.59

計 － 207,700 － 207,700 0.59

（注） 当第３四半期会計期間末日現在において、当社は自己株式数207,700株（発行済株式総数に対する所有株式数の

割合0.59％）を所有しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年10月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年９月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,292,259 7,074,176

受取手形及び売掛金 929,646 861,393

有価証券 100,000 100,000

商品及び製品 26,866 27,321

仕掛品 15,011 8,174

貯蔵品 5,556 2,998

その他 754,185 762,196

貸倒引当金 △7,457 △6,995

流動資産合計 10,116,068 8,829,266

固定資産   

有形固定資産 703,070 514,216

無形固定資産   

のれん 165,436 292,410

その他 117,347 111,042

無形固定資産合計 282,784 403,453

投資その他の資産   

投資有価証券 1,319,100 1,471,296

その他 893,070 1,058,502

貸倒引当金 △81,724 △83,100

投資その他の資産合計 2,130,445 2,446,698

固定資産合計 3,116,300 3,364,369

繰延資産 45,817 19,499

資産合計 13,278,187 12,213,135

負債の部   

流動負債   

買掛金 528,859 617,297

短期借入金 100,000 －

1年内返済予定の長期借入金 1,608,642 705,972

未払法人税等 346,297 77,948

賞与引当金 24,005 5,742

会員引当金 217,419 272,554

受注損失引当金 2,731 7,536

支払備金 20,080 25,289

責任準備金 330,299 426,297

その他 923,246 1,225,005

流動負債合計 4,101,580 3,363,643

固定負債   

長期借入金 2,047,706 1,021,363

長期前受収益 1,502,159 1,920,668

その他 31,337 84,169

固定負債合計 3,581,203 3,026,200

負債合計 7,682,783 6,389,844
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年９月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 779,643 779,643

資本剰余金 3,630,612 3,626,635

利益剰余金 1,020,362 1,217,567

自己株式 △53,057 △33,944

株主資本合計 5,377,561 5,589,902

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 49,152 166,590

その他の包括利益累計額合計 49,152 166,590

少数株主持分 168,690 66,798

純資産合計 5,595,404 5,823,291

負債純資産合計 13,278,187 12,213,135

 

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

11/22



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 8,940,069 9,520,699

売上原価 5,875,043 6,184,788

売上総利益 3,065,026 3,335,910

販売費及び一般管理費 2,779,158 2,790,476

営業利益 285,867 545,434

営業外収益   

受取利息 3,645 4,144

受取配当金 5,345 15,845

投資有価証券売却益 38,379 4,148

持分法による投資利益 － 7,475

補助金収入 32,697 35,361

保険解約返戻金 － 21,768

その他 6,883 14,316

営業外収益合計 86,952 103,060

営業外費用   

支払利息 19,384 9,259

持分法による投資損失 162,273 －

保険業法第113条繰延資産償却費 52,877 26,318

その他 7,082 7,299

営業外費用合計 241,617 42,876

経常利益 131,202 605,617

特別利益   

固定資産売却益 － 32,207

投資有価証券売却益 287,742 73,659

その他 65,544 1,816

特別利益合計 353,286 107,683

特別損失   

特別調査費用 － 32,863

訴訟和解金 － ※１ 76,000

過年度決算訂正関連費用 ※２ 93,916 －

投資有価証券評価損 22,098 3,826

その他 1,367 20,014

特別損失合計 117,382 132,703

税金等調整前四半期純利益 367,106 580,598

法人税等 390,719 247,138

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
△23,613 333,459

少数株主利益 23,412 23,506

四半期純利益又は四半期純損失（△） △47,025 309,952
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
△23,613 333,459

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △81,693 117,210

持分法適用会社に対する持分相当額 82 227

その他の包括利益合計 △81,611 117,438

四半期包括利益 △105,224 450,897

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △128,637 427,391

少数株主に係る四半期包括利益 23,412 23,506
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当第３四半期連結会計期間より、株式会社プレコムジャパンを株式の取得により子会社化したことに伴い、連

結の範囲に含めております。

また、当社の連結子会社であった株式会社アットワーキングは、当第３四半期連結会計期間に保有する全株式

を譲渡したことにより連結の範囲から除外しております。

 

（追加情報）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始する連結会計年度から法人税率等

が変更されることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、従来の35.4％から平成27年10

月１日以降に開始する連結会計年度より32.8％に、また、平成28年10月１日以降に開始する連結会計年度より

32.1％に変更しております。

その結果、繰延税金資産が11,399千円、繰延税金負債が4,500千円それぞれ減少し、法人税等調整額（借方）が

13,776千円、その他有価証券評価差額金が6,877千円それぞれ増加しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　訴訟和解金

当社及び当社の連結子会社である株式会社バイノス（以下、バイノス）は、平成25年12月３日に、株式会社

トーカイから提訴のあった事案（連結子会社であるバイノスが株式会社トーカイと賃貸借契約等の締結に至らな

かったことに契約締結上の過失があるとの主張を前提に、親会社である当社がバイノスに賃貸借契約等を締結さ

せなかったことが株式会社トーカイに対する不法行為にあたるとする123,471千円の損害賠償請求）につき、岐

阜地方裁判所にて係争しておりましたが、平成27年５月27日に同裁判所での裁判手続として、70,000千円を和解

金として支払うこと等を内容とする和解が成立いたしました。当該和解金は、訴訟和解金として特別損失に計上

しております。

 

※２　過年度決算訂正関連費用

過年度決算訂正関連費用は、過年度の不適切な会計処理に関連した調査費用等であります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年10月１日
至　平成26年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年10月１日
至　平成27年６月30日）

 
減価償却費

のれんの償却額
 

 
203,531千円

38,659
 

 
221,750千円

37,977
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成26年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年12月20日

定時株主総会
普通株式 57,544 1,000 平成25年９月30日 平成25年12月24日 利益剰余金

（注）配当金の総額57,544千円は、当社の平成25年12月20日開催の定時株主総会に基づく手続きによりすでに支

出されており、その全額が、剰余金の分配可能額を超過しておりますが、当該剰余金の分配可能額を超過

して実施した配当金57,544千円は、既に役員より返還を受けております。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

当社は平成25年11月18日開催の取締役会決議に基づき、平成25年12月３日を払込期日とする公募による

自己株式の処分及び平成25年12月19日を払込期日とするオーバーアロットメントによる売出しに関連した

第三者割当による自己株式の処分を行い、資本剰余金が2,779,525千円増加し、自己株式が902,466千円減

少しております。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末において資本剰余金は3,640,191千円、自己株式は52,814

千円となっております。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年12月25日

定時株主総会
普通株式 68,954 2 平成26年９月30日 平成26年12月26日 利益剰余金

平成27年５月14日

取締役会
普通株式 34,477 1 平成27年３月31日 平成27年６月16日 利益剰余金

（注）当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき５株、平成26年４月１日付で普通株式１株につき100株

の株式分割を行っております。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

 コ ー ル
センター

会 員 企業提携 加 盟 店
少額短期

保 険

自 動 車

賃 貸

環境メン

テナンス
計

売上高         

外部顧客への売上高 481,940 3,026,097 2,408,530 79,813 1,420,117 23,579 1,199,198 8,639,277

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 12,211 1,008 30,276 132,256 459,722 － 635,475

計 481,940 3,038,309 2,409,539 110,089 1,552,373 483,302 1,199,198 9,274,753

セグメント利益

又は損失(△)
107,450 626,404 230,291 △236,878 115,478 80,525 △438,950 484,321

 

    

 
そ の 他

( 注 )１
合 計

調 整 額

( 注 )２

四 半 期 連 結
損 益 計 算 書
計 上 額
( 注 )３

売上高     

外部顧客への売上高 300,792 8,940,069 － 8,940,069

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 635,475 △635,475 －

計 300,792 9,575,545 △635,475 8,940,069

セグメント利益

又は損失(△)
34,017 518,339 △232,471 285,867

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療機器事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△232,471千円には、セグメント間取引消去△21,814千円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△210,657千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

 コ ー ル
センター

会 員 企業提携 加 盟 店
少額短期

保 険

自 動 車

賃 貸

環境メン

テナンス
計

売上高         

外部顧客への売上高 494,708 3,551,948 2,435,472 81,063 1,812,519 89,107 858,035 9,322,856

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 8,229 1,134 29,776 119,594 145,548 － 304,282

計 494,708 3,560,177 2,436,606 110,840 1,932,114 234,656 858,035 9,627,139

セグメント利益

又は損失(△)
132,673 688,853 258,222 △235,275 121,269 △95,350 △94,597 775,796

 

    

 
そ の 他

( 注 )１
合 計

調 整 額

( 注 )２

四 半 期 連 結
損 益 計 算 書
計 上 額
( 注 )３

売上高     

外部顧客への売上高 197,842 9,520,699 － 9,520,699

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 304,282 △304,282 －

計 197,842 9,824,981 △304,282 9,520,699

セグメント利益

又は損失(△)
24,576 800,372 △254,938 545,434

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療機器事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△254,938千円には、セグメント間取引消去889千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△255,828千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２． 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(のれんの金額の重要な変動)

株式会社プレコムジャパンを株式の取得により連結子会社としたことに伴い、当第３四半期連結会計期間

においてのれん174,428千円を計上しております。同社は会員事業セグメントに属します。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

（株式の取得）

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　株式会社プレコムジャパン

事業の内容　　　　通信回線の取次業務、販売・取次に関する請負事業

(2) 企業結合を行った主な理由

株式会社プレコムジャパンは、主として賃貸住宅の仲介会社等から紹介があった賃貸住宅入居者に対し、イ

ンターネット回線等の契約申し込みのあっせん・取次事業を展開しております。賃貸住宅入居者が対象となる

ことから当社が提供する「安心入居サポート」会員等とのシナジーも見込め、当社グループの更なる企業価値

向上に寄与するものと判断いたしました。

(3) 企業結合日

平成27年４月１日

(4) 企業結合の法的形式

株式取得

(5) 結合後企業の名称

変更ありません。

(6) 取得した議決権比率

70.0％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社による、現金を対価とする株式取得であること。

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成27年４月１日から平成27年６月30日まで

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価　　　　　　　　　株式の取得価額 222,400千円

取得に直接要した費用　　　　アドバイザリー費用等 3,316千円

取得原価 225,716千円

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

174,428千円

(2) 発生原因

取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過額をのれんとし

て計上しております。

(3) 償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

共通支配下の取引等

（子会社株式の追加取得）

１．取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　株式会社水の救急車

事業の内容　　　　　水まわりの部材の仕入・販売業

(2) 企業結合日

平成27年４月１日

(3) 企業結合の法的形式

少数株主からの株式取得

(4) 結合後企業の名称

変更ありません。
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(5) その他取引の概要に関する事項

株式会社水の救急車は、平成16年6月、主に水まわりの部材の仕入れ、販売、広告宣伝等を行う会社として

株式会社INAX（現株式会社LIXIL）との共同出資で設立されました。今回、当社グループ経営の一層の効率化

を図るため、株式を追加取得し、100％子会社化しました。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日公表分）に基

づき、共通支配下の取引等のうち、少数株主との取引として処理しております。

３．子会社株式の追加取得に関する事項

取得原価及び対価の種類ごとの内訳

現金　　　33,923千円

 

事業分離

（子会社株式の売却）

当社は、連結子会社である株式会社アットワーキングの所有株式の全部を、同社に平成27年４月24日に譲渡

しました。

 

１．事業分離の概要

（1） 分離先企業の名称

株式会社アットワーキング

（2） 分離した事業の内容

医療機器のメンテナンス及びカスタマーサポート事業

（3）事業分離を行った主な理由

当社は、平成24年５月に医療機器のメンテナンス事業に進出するため、株式会社アットワーキングの株式を

取得し、同社を子会社化しましたが、当初の想定に比べて、当社の生活トラブル解決サービス事業とのシナ

ジーが低いと判断し、経営資源を生活トラブル解決サービス事業に集中して投下するため、当社が保有する同

社の全株式を同社に譲渡しました。

（4） 事業分離日（株式譲渡日）

平成27年４月24日

（5） 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金のみとする株式譲渡

２．実施した会計処理の概要

（1） 移転損益の金額

子会社株式売却損　　　　　10,114千円

（2） 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 259,361千円

固定資産 12,644

資産合計 272,006

流動負債

固定負債

43,982

－

負債合計 43,982

（3） 会計処理

当該譲渡株式の連結上の帳簿価額と売却額との差額を特別損失（その他）に計上しております。

３．分離した事業が含まれていた報告セグメント

その他の事業

４．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

 累計期間

売上高 197,842千円

営業利益 28,157
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年10月１日
至　平成26年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年10月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
△1円43銭 9円01銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△47,025 309,952

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
△47,025 309,952

普通株式の期中平均株式数（株） 32,959,869 34,391,211

（注）１．当社は、平成26年４月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純損失金額を算定しております。

２．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

３．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

（配当）

平成27年５月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1) 配当金の総額………………………………………34,477千円

(2) １株当たりの金額…………………………………１円

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年６月16日

（注）平成27年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
 

  平成27年８月13日

ジャパンベストレスキューシステム株式会社   
 

 取締役会　御中  
 
 

 監査法人東海会計社  

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 後藤　久貴　　印

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 青島　信吾　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャパンベスト

レスキューシステム株式会社の平成26年10月１日から平成27年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年10月１日から平成27年６月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンベストレスキューシステム株式会社及び連結子会社の平成27

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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